

























法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 359(1395)



































































360(1396) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
（2）Ｙの主張


































































































































































































(３) なお, 本件についての判例研究としては, 高橋善樹「リロケイト物件についてのフラ
ンチャイズ契約締結時における保護義務違反による損害賠償請求事件」フランチャイズエ
イジ2011年11月号26頁がある。その他, 若松亮＝奈良輝久＝西口元編『フランチャイズ契

























































































































366(1402) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
(11) 日本弁護士連合会消費者問題対策委員会編『フランチャイズ事件処理の手引』(民事
法研究会, 2012年）９頁。
(12) 西口元ら編『フランチャイズ契約の法律相談』(青林書院, 改訂版, 2009年）39頁。
(13) 近時の判例で, 石油製品の販売業を営む株式会社であり, フランチャイズ契約締結当
時ガソリンスタンド５店舗を経営していたフランチャイジーが, 洗車場の事業を展開する
フランチャイザーとフランチャイズ契約を締結した事案につき同様の判断を示したものと

























法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 367(1403)
(14) 判例では, 名古屋地判平13・5・18判時1774号108頁 [サークルＫ加賀黒瀬店事件],
東京地判平14・1・25判時1794号70頁 [Jスポット事件], 判タ1138号141頁福岡高判平18・
1・31判タ1235号217頁 [ポプラ事件] 等がある。
学説では, 山嵜進「批判」ジュリ1004号86頁, 行沢・前掲注（４）189頁, 近藤充代
「コンビニ・FC契約をめぐる判例の新たな動向」清水誠先生古希記念論集『市民法学の
課題と展望』(日本評論社, 2000年）545頁, 山本晃正「批判」法政研究（静岡大学）第６






学説では, 小塚荘一郎『フランチャイズ契約論』(有斐閣, 2006年）146148頁, 川越憲
治「フランチャイズ・システムにおける売上と利益の予測―特に保護義務と積極的開示義
務について―」白鴎法学第13号112頁, 高田淳「フランチャイズ契約締結過程におけるフ


































































368(1404) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
(16) このような売上予測の性質を指摘するものとして, たとえば川越・前掲注 (15）108
頁。
(17) たとえば近藤充代教授は, 契約店舗数や平均日販金額等の客観的資料, 経営条件・販
売条件などの契約内容の説明や閉店数といった情報を挙げる（近藤・前掲注（14）545頁)。












































































































































法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 371(1407)
(20) 木村義和「批判」法律時報72巻２号88頁。
(21) 過失相殺の段階でフランチャイジーの自己責任を斟酌する手法に対する批判的見解と
して, たとえば, 三島徹也「フランチャイズ契約締結の際の情報提供義務違反による損害
賠償の額」リマークス35号（2007年下）57頁がある。
